
 令和3年3月

4 土砂災害防止法に基づく基礎調査の推進（防災・安全）

平成27年度　～　平成31年度　（5年間）

　

・被災者の軽減につながる土砂災害警戒区域の指定数を増加させる。

（H27当初） （H29末） （H31末）

事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期

　令和3年2月

　東京都内部で事後評価を実施

　東京都ホームページに掲載

１．交付対象事業の進捗状況

AⅠ　土砂災害防止法に基づく基礎調査

番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H27 H28 H29 H30 H31

A08-001 急傾 一般 東京都 直接 2,421

小計（ソフト・ハードの連携した土砂災害対策） 2,421

合　計 2,421

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接

種別 種別 対象 間接 H27 H28 H29 H30 H31

合　計

番号

事後評価の実施体制 事後評価の実施時期

公表の方法

社会資本総合整備計画　事後評価書
計画の名称

計画の期間 交付対象
東京都、新宿区、文京区、台東区、世田谷区、中野区、豊島区、荒川区、東大和市、清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、稲城市、檜原
村、奥多摩町、八丈町、小笠原村

計画の目標

重点計画の該当

62区市町村土砂災害警戒区域等の基礎調査結果が公表され、土砂災害に対する警戒避難体制が整備される区市町村の数の増加

集中豪雨の多発や都市化の進展に伴う土砂災害の被害リスク増大に対して、土砂災害防止法に基づく基礎調査を推進することにより、都民の安全・安心な生活の確保を図る

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式
当初現況値

定量的指標の現況値及び目標値
備考

最終目標値

8市町村 34市町村

百万円 Ａ 2,421合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

2,421

・東京都国土強靱化地域計画に基づき実施
される要素事業：AⅠ
・定量的指標は都の単独事業の進捗も考慮
している。

中間目標値

交付対象事業

0.00%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

百万円 Ｃ 0全体事業費

ＡⅠ　土砂災害防止法に基づく基礎調査

事業者 要素となる事業名 事業内容 市町村名
全体事業費
（百万円）

百万円 Ｂ 0 百万円
効果促進事業費の割合

- 多摩川圏域総合流域防災事業（基礎調査（急傾斜地）） 基礎調査 都内全域

番号 事業者 要素となる事業名 事業内容  市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）

一体的に実施することにより期待される効果

Ｄ 0 百万円

費用便益比

備考

備考



Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度）

種別 種別 対象 間接 H27 H28 H29 H30 H31

C05-001 急傾 一般 新宿区 直接 新宿区 0

C05-002 急傾 一般 文京区 直接 文京区 0

C05-003 急傾 一般 台東区 直接 台東区 0

C05-004 急傾 一般 世田谷区 直接 世田谷区 0

C05-005 急傾 一般 中野区 直接 中野区 0

C05-006 急傾 一般 豊島区 直接 豊島区 0

C05-007 急傾 一般 荒川区 直接 荒川区 0

C05-008 急傾 一般 東大和市 直接 東大和市 0

C05-009 急傾 一般 清瀬市 直接 清瀬市 0

C05-010 急傾 一般 東久留米市 直接 東久留米市 0

C05-011 急傾 一般 武蔵村山市 直接 武蔵村山市 0

C05-012 急傾 一般 稲城市 直接 稲城市 0

C05-013 急傾 一般 檜原村 直接 檜原村 0

C05-014 急傾 一般 奥多摩町 直接 奥多摩町 0

C05-015 急傾 一般 八丈町 直接 八丈町 0

C05-016 急傾 一般 小笠原村 直接 小笠原村 0

合　計 0

番号

C05-001 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、区による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-002 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、区による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-003 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、区による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-004 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、区による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-005 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、区による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-006 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、区による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-007 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、区による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-008 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、市による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-009 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、市による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-010 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、市による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-011 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、市による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-012 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、市による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-013 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、村による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-014 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、町による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-015 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、町による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

C05-016 基幹事業（4-A1）における土砂災害警戒区域等の指定とともに、村による住民等の避難の確保に資する取組みを後押しする。

Ｄ　社会資本整備円滑化地籍整備事業

事業 地域 交付 直接

種別 種別 対象 間接 H27 H28 H29 H30 H31

合　計

番号

全体事業費
（百万円）

番号 事業者 要素となる事業名 事業内容 市町村名
全体事業費
（百万円）

番号 事業者
要素となる事業名

（事業箇所）

事業内容
市町村名

（面積等）

一体的に実施することにより期待される効果

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

一体的に実施することにより期待される効果

事業実施期間（年度）
備考

備考

備考

備考

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成

－ ハザードマップ作成 ハザードマップ作成



２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する

　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値

Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況

（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

令和２年度以降も新たな社会資本総合整備計画において、引き続き事業を推進し、都民の安全・安心な生活の確保を図る。

目標を達成しており、都民の安全・安心な生活の確保に寄与している。

指標①（土砂災
害に対する警戒
避難体制が整備
される区市町村
の数）

目標を達成している。

62区市町村

62区市町村



計画の名称

計画の期間 交付対象

（参考図面）
４ 土砂災害防止法に基づく基礎調査の推進（防災・安全）

平成27年度 ～ 平成31年度 東京都、新宿区、文京区、台東区、世田谷区、中野区、豊島区、荒川区、東大和市、清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、稲城市、檜原村、奥多摩町、八丈町、小笠原村
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Ａ08-001 多摩川圏域総合流域防災事業（基礎調査（急傾斜地））

多摩地区全域

西川

原

高尾
高尾(２)

十二天沢
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喜代沢
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Ｃ：効果促進事業

補助事業

都 県 境

Ｂ：関連社会資本整備事業

Ａ：基幹事業

凡 例

Ｃ：効果促進事業

補助事業

都 県 境

Ｂ：関連社会資本整備事業

Ａ：基幹事業

凡 例

効果促進事業

C08-001 ハザードマップ作成 ：新宿区全域

C08-002 ハザードマップ作成 ：文京区全域

C08-003 ハザードマップ作成 ：台東区全域

C08-004 ハザードマップ作成 ：世田谷区全域

C08-005 ハザードマップ作成 ：中野区全域

C08-006 ハザードマップ作成 ：豊島区全域

C08-007 ハザードマップ作成 ：荒川区全域

C08-008 ハザードマップ作成 ：東大和市全域

C08-009 ハザードマップ作成 ：清瀬市全域

C08-010 ハザードマップ作成 ：東久留米市全域

C08-011 ハザードマップ作成 ：武蔵村山市全域

C08-012 ハザードマップ作成 ：稲城市全域

C08-013 ハザードマップ作成 ：檜原村全域

C08-014 ハザードマップ作成 ：奥多摩町全域



計画の名称

計画の期間 交付対象

（参考図面）

平成27年度 ～ 平成31年度

効果促進事業

C08-015 ハザードマップ作成 ：八丈町全域

４ 土砂災害防止法に基づく基礎調査の推進（防災・安全）

東京都

C08-016 ハザードマップ作成 ：小笠原村全域


